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はじめに
研究の背景
近年コミュニティ再生が政策的課題となって
おり、その一つの到達点として、地域内組織・
団体によるコミュニティ・プラットフォーム形
成をとおして小学校区や中学校区のエリアを再
び制度化すること、すなわち「コミュニティ
制度化」が提起されるようになった（総務省
2007、名和田 2009）。一方、それ以前から「住
民自治組織」「まちづくり協議会」等、コミュ
ニティ組織を地方自治法、自治体独自の条例や
計画にもとづき設置したり、さらにそれを受け
皿として「自治体内分権」（「地域内分権」「都
市内分権」）―自治体の区域をいくつかの地区
に分割し、住民代表による組織を設置し、そこ
に何らかの権限を委譲するような仕組み―を進
めようとする自治体も散見される。こうした動
きは 2003 年ごろから増加傾向にあり、2011 年
3 月現在、全国の市区の約 15％程度が導入して
いる、という報告もある（地域活性化センター
2011）。
右田は、地域福祉と地方分権・地方自治とは
不可分である、との認識に基づいて、地域福祉
の内実化とそれを内的、外的に規定する自治・
自治制の重要性、相互規定性について論じてい
る（右田 1993）が、近年のコミュニティ制度
化や、それを伴う自治体内分権は、地域福祉の
外的規定要件としての自治制の大きな改革であ
り、それと地域福祉との相互規定の実態、問題
点、その要因を解明することには大きな意義が
あると考える。
問題意識
ところで、コミュニティ制度化やそれを伴う
自治体内分権という自治制の改革が地域福祉と
どのような規定関係があるのかを解明するため
に、地域福祉のどういう側面、事象をとらえる
ことがより適切なのであろうか。筆者は、「地
区社協 1」、すなわち小地域単位（小学校区等）
の住民による地域福祉推進の基礎組織づくり
と、それを主体とした地域福祉活動、さらにそ
れを一貫して推進してきた市社協に着目したい
と考える。その理由は、対象とする範域、組織
構成が制度化されたコミュニティ組織とほぼ一
致するため、今般のコミュニティ政策の影響を
最も強く受けることが予測されるからである。
さて、全国社会福祉協議会は 2007 年、2009
年の調査において、住民の地域福祉活動を推進
する「地域福祉推進基礎組織」には、地区社協
以外に、住民自治組織やまちづくり協議会等、
制度化されたコミュニティ組織の「福祉部」が
あり、それぞれが独立して併存している自治体
もあれば、コミュニティ組織福祉部に一体化し
ている自治体もあることを報告している。また
一体化している自治体の中で、成功事例とし
てすでに紹介されているものもある 2。しかしそ
れらの成功事例は、それまで地区社協等がない、
またはあっても一部の地域に限定されていたよ
うな中でまちづくり行政によるコミュニティ制
度化が進められたような自治体であり、むしろ
地区社協による地域福祉活動が先駆的に取り組
まれていたような自治体においてコミュニティ
制度化が進められた場合、つまり地区社協先行
地域に後発でコミュニティ制度化が導入された
場合、地区社協はどうなるのか、市町村社協の
地域福祉推進における役割はどうなるのかにつ
いての研究はいまだ例をみない。また、全社協
による調査報告のとおり、地区社協とコミュニ
ティ組織福祉部が併存している場合と、コミュ
ニティ組織福祉部に一体化している場合がある
ならば、それぞれの結果に至る要因やプロセス、
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それぞれの地域福祉推進上の特徴、課題などを
明らかにすることが、今後コミュニティ制度化
やそれを伴う自治体内分権を進めようとする自
治体が増えることが予測される中、求められる
研究課題であると考える。
本研究の目的
そこで本研究では、地区社協が先行している
中にコミュニティ制度化を伴う自治体内分権が
導入され、かつ、コミュニティ組織福祉部に一
体化することを選択した自治体の中から三重県
名張市を事例としてとりあげ、コミュニティ制
度化を伴う自治体内分権導入によって地区社協
やそれを支援する市社協がどのような影響を受
け、変化したのかについて、その移行期のプロ
セスに着目して事実を詳細に記述するととも
に、その結果の意味や結果に至った要因につい
て考察を深めることを試みる。
研究方法は、名張市のコミュニティ制度化を
伴う自治体内分権の経過と概要については公表
されている行政資料を中心に整理する。名張市
社会福祉協議会における地区社協関連事業の経
過と実績、自治体内分権に伴う市社協の対応経
過、地区社協、市社協への影響については、名
張市社協への訪問調査 3 を行い、担当者へのヒ
アリングとその際入手した資料を中心としなが
ら、公表されている地域福祉計画、地域福祉活
動計画、年度ごとの社協事業計画・事業報告な
どをもとに整理する。
1．名張市のコミュニティ制度化を伴
う自治体内分権の経過と概要
（1）名張市の概要
名張市は三重県西部、近鉄大阪線沿線に位
置し、約 130 平方キロメートル（東西約 10 キ
ロ、南北約 13 キロ）、人口約 85,000 人の、奈良、
大阪のベッドタウンとして発展した市である。
市内は公民館設置単位（概ね小学校区）に 15
の地区に分かれており、各地区は「区・自治会」
という 164 の基礎コミュニティによって構成さ
れている。2003（H.15）年に伊賀地方の 6 市町
村との合併の可否を問う住民投票を実施したが
否決された。
（2）コミュニティ制度化を伴う自治体内分権
　　の経過と概要
1）コミュニティ制度化を伴う自治体内分権導
入の経緯
名張市では、1995（H.7）年ごろから先進的
な地区において自発的にまちづくり協議会が創
設され、2001（H.13）年までに 12 の地区に広
がるとともに 5 つの地区ではまちづくり計画も
策定されていた。
こうしたなか 2002（H.14）年に当選した市
長は、市町村合併なしの自律した市政運営のた
め、行財政改革プログラムを実行することとし、
その中に掲げた「市民と行政との協働」を具現
化するため、自治体内分権 4 の仕組を導入した。
2）進め方
名張市の自治体内分権の進め方は次のとおり
であった。
①「ゆめづくり地域予算制度」創設と地域づく
り組織設置
2003（H.15）年 3 月、名張市では「ゆめづく
り地域交付金の交付に関する条例」を制定し、
地域に対して事業単位で支出していた補助金 5
を一括交付金化するとともに、その使途につい
て地域に決定する権限を付与することとした。
あわせてその使途の決定、活動実施、地域づく
り事業計画策定を担う組織として、公民館設置
地区単位（概ね小学校区）に「地域づくり組織」
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を創設 6 する形でコミュニティ制度化が促進さ
れた。
②市からの支援
上記を推進するため、市は次のような支援を
各地区に行うこととした。
○財政的支援：
「ゆめづくり地域交付金（一括交付金）」の
ほか、行政からの委託事業については委託費
を交付する。
○人的支援：
　　「地域振興推進チーム」を設置し、市長か
ら任命された職員を各地区に 7 ～ 12 名配置
し、地域づくり組織を支援する。7
以上のような仕組みを整えながら推進した結
果、「ゆめづくり地域交付金の交付に関する条
例」制定半年後の 2003（H.15）年 9 月、市内
全ての地区に「地域づくり組織」が結成された。
半年という短期間で組織化されたことについて
は、「従来の自発的なまちづくり活動という下
敷きがあったため」と総括されている 8。同 11
月には市内の全地域づくり組織が相互に意見交
換、情報交換を行う場として「地域づくり協議
会」も設立された。
その後 2006（H.18）年 1 月、「名張市自治基
本条例」が施行され、地域づくり組織は第 34
条に次のとおり位置付けられた。
3）5年目の評価と見直し
自治体内分権 5 年目を迎える 2007（H.19）
年 4 月、「政策アドバイザー会議」が設置され、
それまでの実績を総括し、2008（H.20）年 3 月
に「名張市政策課題調査・研究委託業務報告書」
を提出した。その中では、自治体内分権に向け
た取り組みのプラス面として、主に次の点を評
価している。
①住民自治が確実に進化
・住民主導のまちづくり意識が高まり、行政頼
み、補助金頼み意識からの脱却の傾向にある
・地域課題を住民自らが考え、解決するという
意識が向上した
・優先事業を自ら選択、実施する方向への転換
②基礎的コミュニティ（区や自治会）を重視す
る意識の高まり
・住民交流事業が増加
③地域特性、地域課題に応じた事業を自ら考え
自ら決定、行動
・交付金の使途を地域づくり組織で決定するこ
とにより、地域独自の事業展開がなされ自治
意識が強化された
別表 1
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④地域で人材が育ち、住民や職員の意識改革が
進む
・やる気のある人が中核を担っている
・行政と住民の信頼関係が強化された
・まちづくりの中で対立や失敗を乗り越える経
験を積んだ
・「自ら考え自ら行う」というまちづくりの機
運の高まりが見られるようになった
・他市へ講演等に招かられる人材（地域づくり
委員会メンバー）が増加した
一方、検討しなければならない課題としては
次のようなことをあげている。
①地域、行政、住民それぞれにとっての課題
・地域
住民合意を得ることの難しさ
役員の負担の増加、後継者難、人材の育成
　活動に対する動機づけ
・行政
　地域づくり組織に対する住民の認知、参加に
　対する側面的支援
地域と行政の役割分担の明確化
・住民
　区長会 9、自治会、地域づくり組織の関係が
　理解できていない
理解できないから参加しない住民が多い
②地域の将来像策定が進んでいない
・住民がまちづくり計画を共有し、それに沿っ
て事業を実施するという、将来への投資、ス
トック形成を考慮した交付金の使い方が求め
られる
③自治会の 2007 年問題
・団塊世代の大量退職に対する教育・研修の機
会
・区長制度 10 と自治会、地域づくり委員会と
の関係の整理
④ゆめづくり地域交付金
・大きな剰余金を毎年積み重ねている地区もあ
り、交付金額の算定の再検討が必要
⑤地域づくり組織について、交付金の受け皿と
しての正当性が地域で共有されていない
⑥役員、中心的に活動を担う人材の不足、リー
ダーの資質問題　など
以上の総括を踏まえて、制度創設から 7 年目
となる 2009（H.21）年、大規模な見直しが行
われた。その主なものは区長制度の廃止と区長
委託料等の一括交付金化であった。併せて「地
域づくり組織条例」が別表２のとおり制定され
た（抜粋）。
さらに、地域づくり組織は、「地域ビジョン」、
すなわち地域ごとの地理的な特性、自然、産
業、歴史及び文化等の地域資源を活用し、地域
の課題を解決するための理念、基本方針及び地
域の将来像を取りまとめた計画の策定に努める
こと、市は、地域ビジョンを尊重し、各種計画
の策定または施策に反映させるよう努めるもの
とすること、などが明記された。
4）現在の到達点
2011 年度末までにすべての地域で「地域ビ
ジョン」が策定された。その中で、ライフサポー
トなど有償ボランティアによる生活支援サービ
スを提供する部門を組織したり、コミュニティ
バスの運行を行ったりする例も散見されるよう
になった。
2．名張市社協における地区社協関連
事業の経過と実績
（1）「地域福祉促進事業実施要綱」に基づく地	
　区社協育成
名張市における地区社協づくりは、1979
（S.54）年に一つの地区で自主的に設置された
ことに端を発する。1985（S.60）年、市社協は「地
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別表 2
別表 3
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域福祉促進事業実施要綱」を整備し、本格的に
地区社協育成に乗り出した。その概要は別表３
のとおりである。
市社協ではこの要綱に従って地区社協を育成
し、1980 年代末までに 7 地区、2000 年までに
4 地区、2007 年度までに 3 地区に設置を実現し
た。そしてそれぞれの地区社協に対しては各種
助成金を交付しながら、
・ひとり暮らし高齢者の集い（全地区統一事業
として助成の対象）
・ふれあいいきいきサロン（2009 年度現在　
13 地区 71 か所で実施）、
・配食ボランティア活動（2008 年度現在　8 地
区 9 グループで年間のべ 17,296 食提供）
・災害時要援護者支援ネットワーク活動
他、様々な小地域福祉活動を地区社協が実施で
きるよう支援してきた。
（2）地域福祉活動計画での位置づけ
2007（H.19）年に策定した名張市社協地域福
祉活動計画において、改めて地区社協の機能を、
協働活動促進、福祉問題発見、問題提起、広報・
福祉教育、福祉活動への参加促進、交流促進、
当事者の組織化支援、問題解決、計画、橋渡し
に整理した。
そしてこれからの小地域福祉活動を展開する
ために必要なことを、
・地域の様々な団体の協力のもと、活動の各段
階における話し合いの場づくり
・事業をとおしての各種団体の横断的な連携や
役割分担等組織運営の強化
・各地区において福祉活動の見直しと新たな活
動への取り組みを促進するための小地域福祉
活動計画の作成
とした。
また以上のような地区社協活動に対する市社
協の役割について、地区担当制を導入し、各地
区情報収集・提供、活動相談、定例連絡会をと
おしての担当地区社協の役員等との積極的な交
流、小地域福祉活動計画策定支援等を行うほか、
地区社協連絡協議会を設置し、その運営支援を
行うことと方向づけた。
3．コミュニティ制度化を伴う自治体内
分権による地区社協、市社協への
影響
（1）市社協の対応経過
2003（H.15）年に名張市において自治体内分
権の方針が明確になり、まもなく全地区にその
受け皿である地域づくり組織が設置されたこと
に伴い、2005（H.17）年に策定された名張市地
域福祉計画（行政計画）において、地域福祉推
進に当たっては「地域づくりと一体的に進める」
こと、市社協と連携して「地区福祉活動計画づ
くり」を支援すること、さらに「地区社協の再
編・活性化を進める」ことが示された。
一方市社協では、2007（H.19）年に策定した
地域福祉活動計画において、地区社協を中心と
した小地域福祉活動推進を大きな方針にしつつ
も、地域づくり組織と地区社協が協働し、地域
自治、地域福祉をともに推進していく必要があ
るとの認識を示した。そして、互いの組織のよ
りよい関係づくりの構築と、地域における資源
（人・モノ・カネ）を互いに有効に活用する観
点から、地区社協と地域づくり組織との一体的
運営のための組織再編をも視野に入れた強力な
協働関係づくりを支援することを方針とした。
しかしこの段階では地区社協がどういう方向性
で地域づくり組織と協働するかは、地域の主体
性に委ねられた。
ところが、2008（H.20） 年 9 月、市社協は地
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区社協見直しに向けた検討を始める。その契機
となったのは、前項で述べたとおり、2007（H.19） 
年、政策アドバイザー会議「名張市政策課題調
査・研究委託業務報告書」に基づき、住民自治
組織として地域づくり組織を中心とした体制を
一層整備するため、2009 年に区長制度を廃止
し、「名張市地域づくり組織条例」を制定する
ことを方針としたことであり、市社協としても、
地域福祉に関する組織をどう整理し、推進して
いくかについての検討が必要と判断したためで
あった。市社協が地区社協見直しの理由として
示した課題は次のとおりであった。
第一は、組織の問題である。端的にいえば、
地区社協の組織構成や事業が地域づくり組織の
ものと重複している、ということであり、役員
に地区社協の目的が意識されにくい状況となっ
ている。また住民にとって各種事業が地区社協
のものなのか、民生委員・児童委員のものなの
か、地域づくり組織のものなのかの区別がつか
ない（つきにくい）状況となっており、「地区
社協事業」として実施している活動が少ない、
ということであった。
第二は財政的な問題であり、市社協から地区
社協に対し、社協会費、日赤社資、共同募金な
どを原資に様々な助成を行っているが、繰越金
が多かったり使途が偏っていたりと弊害も指摘
されており、地域づくり組織の発足に伴い、改
めて地区社協に対する助成を整理することが必
要、ということであった。
そして地域づくり組織担当部局である市地域
経営室との意見交換や、地区社協、地区社協連
絡協議会との論議を重ね、2009（H.21）年度末
をもって「名張市社会福祉協議会地域福祉促進
事業実施要項」を廃止し、地区社協を解散する、
という結論に至った。
（2）地区社協・市社協への影響
1）地区社協への影響
2003（H.15）年９月の時点ですべての地区に
地域づくり組織が設置されて以降、地区社協の
あり方決定について地域の主体性に委ねた結
果、各地区の組織、活動実態、他団体との関係、
それまでの歴史などを背景に、次のとおり多様
化していった。
①地域づくり組織の内部組織的な位置づけを持
つ地区社協
②地域づくり組織との役割分担がなされ協働関
係にある地区社協
③実質的には地域づくり組織の福祉部会活動を
担っている地区社協
④地区社協として独立して事業活動を実施して
いる地区社協
その他
⑤民生委員が主体で活動している地区社協
⑥基礎コミュニティ（区長会・自治会）が主体
で活動している地区社協
⑦団体育成機能（助成機能）を主体としている
地区社協
こうした地区社協の位置づけの多様化の中
で、「『地区社協事業』として実施している活動
が少ない」ということも地区社協見直しの根拠
となったが、その後 2009（H.21）年度末の市
社協による地区社協解散を経て、1 つの地区 11
を除いて、地域づくり組織福祉部会に再編され
た。その意味は、「地区社協」という住民組織
の名称はなくなり、従来地区社協を構成してい
たような団体の一部によって地域づくり組織福
祉部会が形成されるということ、そしてそれま
で地区社協事業として実施されていたものの全
てまたは一部が、地域づくり組織福祉部会の事
業として行われる、ということである。特に事
業に関しては、サロン活動や配食サービスなど
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を地域づくり組織の福祉関係事業（福祉部会事
業）として実施する地区もあれば、地区のボラ
ンティアが主体で実施する活動と位置づけ、そ
れを地域づくり組織（福祉部会）が支援する、
という立場の地区もある。
2）市社協の役割・機能への影響
2009（H.21）年度末をもっての名張市社会福
祉協議会地域福祉促進事業実施要項廃止、地区
社協解散に伴い、名張市社協の地域福祉活動支
援という役割・機能も変更することが必要に
なった。従来のような地区社協という組織をと
おした一律的な支援ではなく、各地区の状況に
応じた形態で地域福祉活動を支援する形態、す
なわち「組織支援」から「活動支援」への転換
である。具体的には、それまでは地域福祉係職
員 7 名が担当する地区を決め、それぞれの会議
（総会、役員会等）、事業（統一事業、ふれあい
いきいきサロン、関連行事）に出席・参加（2009
年度はのべ 53 回出席・参加）する形で地区社
協を支援してきた 12 が、2010 年度からは、支
援の中心的な役割を名張市社協ボランティア
センターに移管し、「目の前の一人を支える取
り組み」、「だれも “ 独り ” にしない取り組み」、
「日々の暮らしを支える取り組み」を実践する
ボランティアや民生委員・児童委員、市民活動
を支える体系に改めた。そして配食ボランティ
アや各種サロン活動等、見守り支援活動への支
援（経費の一部助成、情報提供、相談援助等）、
小地域ネットワーク活動検討会設置、配食ボラ
ンティアグループ連絡会開催等、小地域におけ
る福祉活動そのものを支援する形になった 13。
一方市と共催で「地域福祉活動連絡会議」を
新たに設置し、年 1 回程度ではあるが、地域福
祉活動に関して地域づくり組織の代表者が定期
的に交流し、各地域の課題や取り組み等につい
て情報交換を行う機会としている。
以上のような変化の中で、市社協としては各
地区に対して小地域福祉活動への支援は継続で
きているし、民生委員との連携も継続している
が、現在のところ地域づくり組織福祉部会との
直接的かかわりはもてないでいる。これをどの
ように改善していくのかが今後の課題となって
いる 14。
4．まとめと考察
　　
名張市におけるコュニティ制度化を伴う自治
体内分権は、結果として地区社協のあり方、市
社協のあり方に大きな影響を与えた。その特徴
は、
・地区社協を解散し地域づくり組織に再編・統
合したこと
・市社協の役割・機能が「組織支援」から「活
動支援」に変化したこと、市社協が地域づく
り組織福祉部会との直接的かかわりを喪失し
たこと
である。ここからはそれぞれについて考察を加
えることとする。
（1）地区社協を解散し地域づくり組織に再編・
　統合したことについて
ここでは主に、なぜ市社協は地区社協を解散
しなければならなかったのか、について考察す
る。先述のとおり、市社協による地区社協解散
の直接的要因は、第一に地区社協と地域づくり
組織との間の組織構成や事業面での重複であ
り、地区社協の独自性や存在意義が、役員にも
住民にも認識されていなかったこと、第二に財
政的な面でも、財源やその使途が地域住民から
見えにくい状況にあったことによる。しかしそ
れならば、地域づくり組織福祉部と地区社協の
役割を明確化し、役員構成の見直し、地区社協
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の独自事業の再構築、助成のあり方見直しと使
途の厳格化等により地区社協を残しつつ地域づ
くり組織と協働する、という道もあったであろ
う。また社協の原則は「住民主体」であり、市
町村社協と地区社協とは対等・平等な関係であ
るうえ、地域に関することについては地域が主
体的に決定することを支援するのが市町村社協
の役割である。この原則からいえば、各地区が
どういう道を選ぶかを決定すればよいのであ
り、市社協が大方針を決定する必要はなかった
のではないか、ともいえよう。「住民主体」原
則を踏まえるべき市社協がなぜ全市的な方針を
決定したのか。その背景には行政から要請が
あった、または行政の意向を忖度したのではな
いか、ということが次の二つの事実から推察さ
れる。
第一に、平成 19 年度第 3 回名張市考査委員
会 15 において社会福祉協議会運営補助金、地
域福祉推進事業補助金のあり方などが議題に上
がり、「地区社会福祉協議会が地域づくり組織
メンバーになることを、本部社会福祉協議会が
サポートするようにする必要がある」、「地区社
会福祉協議会は、例えば地域づくり委員会の地
域福祉部会をもってみなす等の統合が必要」と
の意見が出されている 16。
第二に、市内の地区の一つである「国津地区」
地域づくり委員会の 2010 年 3 月発行の広報紙
「広報くにつ３月号」には、地区社協が次年度
より改組されることが記載されているが、「改
組の理由」として次のように説明されている。
名張市は平成 21 年度に ｢地域づくり組
織条例｣ が制定され、都市内分権を進め
る中で市内各地区で包括的な自治組織
（まちづくり委員会や地域づくり委員会
など）が設置されましたが、地区社協だ
けは独立組織であり、市社会福祉協議会
の傘下に置くことが、市の進める都市内
分権の趣旨に沿わないため、見直すこと
になったものです。
以上のことは推測の域を出ないが、地方分権
の進展により、市町村社協の存在意義・あり方・
命運も、市町村行政の意向・考え方や、それま
での両者の関係性にますます左右される傾向に
ある、ということをあらわしているのではない
か、と考える。
（2）市社協の役割・機能が「組織支援」から「活
　動支援」に変化したこと、市社協が地域づ
　くり組織福祉部会との直接的かかわりを喪
　失したことについて
まず、市社協の役割・機能が「組織支援」か
ら「活動支援」に変化したことを評価するに当
たっては、支援の対象が「組織」であることと「活
動」であることとは本質的に何が異なるのかを
明確にすることが必要である。
小地域における住民参加による活動、たとえ
ば配食サービスや各種サロン活動、見守り活動
などの「目の前の一人を支える取り組み」、「だ
れも “ 独り ” にしない取り組み」、「日々の暮ら
しを支える取り組み」は、地域で暮らす何らか
の支援が必要な人々の地域生活の継続性を担保
する意味でも、地域での支え合いシステムを構
築する意味でも、住民参加を実現する意味でも
重要である 17。こうした活動がより活性化する
ために市社協の支援が必要であることは論を待
たない。では「組織を支援する」こととはどう
いうことで、なぜ必要なのだろうか。
地区社協等「地域福祉推進基礎組織」は小地
域福祉活動を安定的・継続的に推進したり、新
たな活動を生み出したりするのに不可欠な組織
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であるといえ、その目的は①自分たちの地域（地
区町村より狭い範囲）の福祉課題に住民自身が
主体的に取り組むこと、②誰もが安心して暮ら
せる地域づくりをすすめること （全社協 2009：
14）、またその機能は、①小地域の福祉に関す
る協議、②福祉に関する広報・啓発、③福祉活
動の支援、連絡・調整、④福祉活動の実施、⑤
福祉活動の創設支援、⑥要援助者への個別支援
の調整（全社協 2009：37）であるとされてい
る。つまり、地域福祉推進組織には、小地域福
祉活動そのものとは異なる別の意義があるので
あり、地域福祉推進基礎組織活性化のための支
援をすることが、すなわち小地域福祉活動活性
化、さらに住民主体の実現、福祉コミュニティ
形成につながるのである。地域福祉推進をその
役割とする市町村社協は、小地域福祉活動と同
時に、その推進基礎組織である地区社協やそれ
に類する組織、すなわち名張市の場合は地域づ
くり組織福祉部を支援することも必要であると
考える。
ところで、全社協は 2009 年の調査報告の中
で、まちづくり協議会等の福祉部会が「市町村
社協を『当てにしない』事例も生まれてきてい
る」ことをすでに報告している（全社協 2009：
34）。名張市の場合も結果的にそのようになっ
ているといえるが、問題は、誰が「当てにして
いない」のか、ということであろう。地域住民
自身が当てにしていないのならば住民から信頼
され、頼りにされるほどのコミュニティワーク
のスキルアップを果たし、各地区にアプローチ
をしていく必要がある。そうではなく、まちづ
くり行政が市社協をあてにしない場合も想定さ
れる。その場合、逆に誰が地域福祉推進に向け
た組織支援をしているのだろうか。それで地域
福祉は従来どおり、またそれ以上に推進が図ら
れるのだろうか。今回の調査研究においては明
らかにできていないところであるが、引き続き
探索していきたい課題である。
おわりに
本稿では、地区社協先行地域に後発でコミュ
ニティ制度化を伴う自治体内分権が導入された
場合、地区社協や市社協はどのような影響を受
け、変化したのかについて、コミュニティ組織
福祉部への一体化を選択した名張市の事例をも
とに、とりわけ移行期のプロセスを中心に検討
した。名張市の場合、市社協が逡巡、熟慮の末、
自ら地区社協を解散し、地域づくり組織福祉部
に再編統合することを導いた、そして地域福祉
を推進するための「組織」を支援する基盤を失っ
た、ということが特徴であった。この結果は、
幾分極端に過ぎるともいえる。しかし、「自治
体内分権」という概念を含まないまでも、「コ
ミュニティ制度化」が今後推進されることが予
測されるなか、そしてそうした「コミュニティ
再生の議論や実践」は行政による「統治の再編」
である（斉藤 2013：27）との指摘もあるなか、
ある条件が重なれば、他の自治体において起こ
らないとも限らない事象であると考える。その
条件とは何か、どうであったらそのような状況
を回避できるのか。このことを説明するため、
名張市同様、コミュニティ制度化を契機に地域
福祉推進基礎組織をコミュニティ組織福祉部に
再編・統合し、一体化させた他の自治体の事例
をあたったり、逆に地区社協存続を選択した自
治体の事例をあたったりすることをとおして明
らかにすることを今後も続けていきたい。
1 呼び方は地区社協以外に、学区福祉協議会、
地区福祉委員会など、自治体により様々であ
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る。
2 たとえば宝塚市（「住民主体の『まちづくり
協議会』による自治・地域福祉推進の取り組
み―兵庫県 / 宝塚市中山台コミュニティ」月
刊福祉 91（9）2008 年）、伊賀市（乾光哉「住
民基本条例と住民自治協議会」伊賀市社会福
祉協議会編『社協の底力　地域福祉実践を開
く社協の挑戦』中央法規 2008 年）など
3　2011 年 11 月、名張市社会福祉協議会事務
局に対し、主に以下の項目について訪問調
査を行った。
①当該市における地区社協関連事業の歴史的
経緯、実態について
②自治体内分権推進による、地区社協および
市町村社協地区社協関連事業への影響につ
いて
4　名張市では正確には「都市内分権」と称して
いるが、本稿では「自治体内分権」で統一す
る
5　従来、ふるさと振興事業、資源ごみ集団回収
事業、地区婦人会活動、青少年育成団活動、
老人保健福祉週間事業などに対し、補助金が
交付されていた
6　地域づくり組織の構成員は、主に区長、各種
団体代表、各地区代表などであるが、地区か
ら推薦を受けた住民、公募により選出された
住民、NPO 団体などをメンバーに加えてい
るところもあった。
7 「地域振興推進チーム制度」は 2009 年に廃止
となり、その後、1 地区管理職 2 名が配置さ
れる「地域担当職員制度」となるも、2012
年度にはこの制度も廃止となり、現在は、地
域部に 3 名を配置する「地域担当監制度」（そ
れぞれが数地区の担当地区をもつ）により人
的支援が行われている
8 名張市ゆめづくり地域予算制度　平成 25 年
度版
9 地区単位の区長（注 10 参照）の組織。地域
づくり組織ができるまで、「地区」を代表す
る組織であった。
10 名張市では、昭和 31 年以降、住民の生活に
もっとも密着した範域を「区」とし、「区長」
の設置を制度化（市長が委嘱し、行政事務を
委託）してきた。なお、その後住宅団地地区
では自主的に「自治会」が設置されるように
なり、市内に「区」と「自治会」の二つの組
織が併存するようになった。
11 市内の T 地区においては、地区社協を解散
せず、地域づくり組織と併存し、協働しなが
ら福祉事業を推進している
12 名張市社会福祉協議会平成 21 年度事業報告
書
13 名張市社会福祉協議会平成 22 年度事業報告
書
14 訪問調査の折りの担当者の見解
15 考査委員会は、市長が委嘱する学識経験者な
どにより構成され、財務並びに事務事業の評
価及び改善について考査を行う組織である。
16 平成 19 年度第 3 回考査委員会　議事概要
　http://www.city.nabari . lg . jp/ct/other 
000000500 / 089000300 - out 000002230.pdf
17 小地域福祉活動そのものの意義について、全
国社会福祉協議会は、1992 年『小地域福祉
活動の手引き』、2007 年『小地域福祉活動の
推進に関する検討委員会報告書』において詳
細にまとめてある。
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